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新たなITリスクに立ち向かう 連載シリーズ 第16回 

経営基盤としてのデータガバナンス 

日本企業のグローバル化に伴い、グループ経営情報管理の高度化

が求められている。企業の各階層の管理者の意思決定や業務執行

を支援するための経営基盤として、グループ内で高品質のデータを

効率的に収集・格納し、利活用促進をはかるためのデータガバナ 
ンスに取り組む企業が増えている。 

本稿では、データガバナンスに求められる背景と、その主な取組み

内容について解説する。グループ全体で意思決定に資する経営情報

を正確かつ適時に収集し、企業の各階層の管理者に対し、意思決定

や業務執行に必要な情報を提供するためには、個社ではなく グループ

全体でデータガバナンスに取り組むことが求められる。その最も重要

なポイントは、グループ全体に継続的に影響を及ぼす業務横断的な

仕組み作りであり、そのためには経営層の関与が肝要となる。その

ため、CDO（チーフ・データ・オフィサー）やデータ管理専任部署の設置
の動きが広がり始めている。 

なお、本連載シリーズ第1回「ビッグデータの活用と企業の課題」 1、 
第9回「D&A（データと分析（アナリティクス））」2も併せて参考にされたい。 

 

1. 経営基盤としてのデータガバナンスの必要性 

多くの日本企業は、日本市場の縮小と新興国市場の台頭といった環境変化のなかで、海外

進出や海外企業の買収等によるグローバル化を進めている。その結果、経営者の意思決

定にあたり、正確かつ適時に海外を含むグループ企業の実態を把握する必要に迫られている。 

一方、IT技術の進展は、多種多量のデータを迅速に収集管理し、柔軟な分析を行うことを、

従来よりも容易に実現させた。しかしながら、企業のデータは経営管理のために生成されて

いるものではなく、事業の遂行にあたり生成されるものであるため、いざグループ企業から

情報を収集し、分析を行う際には、大きな労力が必要となるケースが少なくない。 

その原因は、各社において、明細データか集約データかといったデータ粒度、どのような内

容を含んでいるかというデータ構造、データ分類や区分といったデータタクソノミ、またそもそ

もデータに用いられている用語定義等（以下、「データ定義等」とする）が異なっているため

である。これらデータ定義等が異なったままでは、データ収集にあたり、システム間の変換

のための作り込みや手作業が必要となり、正確かつ適時のデータ収集はおぼつかない。また、

厳密には意味の異なるデータや時点が異なるデータを、用語が同じであるためにそのまま
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集計してしまい、結果として正確ではない情報を生み出していることもある。 

そのため、先進的な企業では、グループ内で高品質のデータを効率的に収集・格納し、  

利活用促進をはかるためのデータガバナンスに取り組んでいる。また、一部の金融機関等

については、グローバルの金融システム安定化のための規制としてデータガバナンスの 

取組みが求められている状況である。 

データガバナンスの具体的な取組みとしては、グループ共通のデータ定義等の整備、デー

タ品質管理の枠組みの整備、実際にデータガバナンスを推進する組織作り等があげられる。

これらデータガバナンスの取組み自体が直接的に価値を生み出すものではないかもしれな

いが、効率的効果的な経営情報管理の高度化を下支えする経営基盤として位置づけられ、

グローバル企業や多くのグループ企業群からなる企業においては必須のものとなりつつある。 

 

2. 経営層の関与によるデータガバナンス組織作り 

グローバル企業や多くのグループ企業群からなる企業においては、個社ではなく、グループ

全体でデータガバナンスに取り組むことが必要になる。前述したように、その最も重要な  

ポイントは、グループ全体に継続的に影響を及ぼす業務横断的な仕組み作りである。その

ため、欧米の先進的な企業では、責任者に経営層をあて、CDOの設置が行われている。 

さらに、データガバナンスの実現には、経営管理部門、財務会計部門、データ生成部門、 

データ利活用部門、システム部門といったさまざまな部門の関与が必要となるため、専任部

署を設置し、グループ共通方針や施策立案およびその展開、データ品質確保のための統

制とデータ品質のモニタリング、関係者間の調整に取り組んでいる企業もある。 

 

3. データガバナンスが考慮すべきリスクと対応 

（1）必要なデータ品質水準の維持管理 

各階層の管理者の意思決定や業務執行に必要な情報を提供する上で、データ品質につい

て受け手が期待する水準を満たしていることが重要である。データ品質の観点の例を以下

に示す。 

観点 定義の例 

正確性 データの内容が正確であること 

適時性 必要なタイミングで必要な時点のデータを収集できること 

網羅性 対象となるデータに抜け漏れがないこと 

完全性 データ内で各項目が常に指定された値を保持していること  

維持すべきデータ品質の水準を高くすれば、それだけコストが増すため、データの利用目的

等を勘案し、適切なデータ品質の水準を決定する必要がある。たとえば、データの鮮度を  

1週間前から1日前にあげると、それだけ処理能力の高い情報システムと業務プロセスの 

効率化が求められる。 

データ品質の維持管理のための取組みとして、本章ではデータ定義等の標準化とデータ 

品質統制／モニタリング活動の確立について解説する。 
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データ定義等のグループ内標準化 

効率的に正確かつ適時のデータ収集・処理を行うには、データ定義等をグループ内で標準

化することが効果的である。 

データの用語定義やデータタクソノミの標準にあたっては、同じ用語を用いていても、その

内容が異なることがあるため、個社の業務部門とシステム部門間での調整に加え、グルー

プ内の異なるビジネス間・エンティティ間での調整が必要となる。また、海外企業を対象に 

含める場合は、使用する言語も論点の1つとなる。 

データ構造やデータ粒度の標準化は情報システムまたはデータベースを統一する方法が

抜本的な解決となるが、システムの同時入替を伴うため、多くのリソースを必要とする。その

ため、異なるデータ定義間の読替表の整備を併用することが多い。 

データの読替方法については、各システム間でインターフェースを個別に整備する方法から、

EAI（Enterprise Application Integration：データ統合）ツールやデータ変換ツールを導入し、

標準化をはかる動きとなっている。標準化により、データの追加や項目の修正に対する  

維持管理のコスト削減とスピードアップが見込めるからである。 

また、一旦データ定義等を標準化した後も、それを維持管理する仕組みの確立が求められ

る。具体的には、企業買収、ビジネスプロセスの変更およびシステム改修等に伴うデータ定

義等への影響分析が求められる。また、各社で勝手にデータ定義等を変更させないための

統制整備も併せて求められる。 

データ品質統制／モニタリング活動の確立 

各階層の管理者の意思決定や業務執行に必要となる情報が明らかになると、それに適した

データが特定される。データは1つのプロセスや情報システムにおいて生成されているとは

限らず、場合によっては、複数のプロセスや情報システムを経由しているケースもあれば、

さらに国やエンティティを複数またいでいるケースもある。データ品質を確保するためには、

このようなデータの来歴を明らかにし、データの生成、受け渡し、保管、加工といった一連の

流れのなかで、リコンサイル等のデータ品質を維持するための統制を整備することが求めら

れる。また、データ品質が一定水準を満たしていることをモニタリングし、必要に応じて、  

データ是正や業務プロセスまたは情報システムを見直す仕組みの確立が求められる。統制

の強度やデータ品質要求の設定にあたっては、データ項目の重要性を踏まえてのこととな

るが、その考え方や観点はグループ内で標準化しておくことが肝要となる。 

（2）グループ内の各階層の管理者が必要とする情報の定義 

経営情報を効果的に活かすには、経営情報を実際に活用する経営層、部門管理者、業務

担当者といった各階層の利用者ニーズを踏まえ、提供する情報を定義しておくことが必要で

ある。たとえば、経営層は集約または分析された情報を用いて将来予測を行うために情報

を活用する傾向があるのに対し、部門管理者および業務担当者は詳細な情報を用いて、現

状の課題認識のために情報を活用する傾向があるなど、階層により必要とされる情報は異

なる。そのために、提供している情報やタイミングへのニーズ把握および利活用状況を点検

するためのプロセス整備が求められる。具体的には経営情報の利活用者からの定期的な

フィードバックを受けることや、経営情報システムのログ分析等からニーズ把握および利活

用情報を把握することである。
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4. まとめ 

いかに優れた経営者であっても、グローバルに展開している企業グループの実態を適時に

把握せずして、経営に係る意思決定を下すことは困難であり、グループの経営情報管理の

高度化は避けては通れない。IT技術の進展により、多種多量のデータを管理することは可

能となったが、必要な水準のデータ品質を維持できず、適切でない意思決定を行ってしまう

リスクも増大している。 

環境変化のスピードが増しているなかで、グループ経営の舵取りを適切に行うための経営

基盤として、データガバナンスの重要性はこれまで以上に高まることが想定される。データ

ガバナンスを効率的効果的に整備するためには、先進的な企業の取組事例を収集し、自社

の組織構造やビジネスに応じて、対応することが重要となる。 
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